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第４章 
分野別方針 

分野別方針の体系 
４－１ 土地利用の方針 
４－２ 交通施設の整備方針 
４－３ 都市施設の整備方針 
４－４ 都市環境の形成方針 
４－５ 都市景観の形成方針 
４－６ 都市防災の方針 
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分野別方針では、第 2 章で示した基本理念と基本目標、第 3 章で示した将来都市構造と都市づくり

基本方針を踏まえ、分野ごとに基本的な考え方や主な取組を示します。 
なお、分野については、土地利用・交通施設・都市施設・都市環境・都市景観・都市防災の 6つに分

類しています。 
 
 
 

 

 

●各分野におけるまちづくり方針 

分野別方針
１．土地利用の方針
集約型都市構造に向けた取組を推進するとともに、都市と自然が調和し、地域の特性に合った
計画的な土地利用を進めます。

２．交通施設の整備方針
（道路、公共交通、歩行者・自転車利用空間）
地域公共交通計画との整合を図ります。また、高齢社会に対応した、移動支援や渋滞緩和による
CO2削減に寄与する（自動運転をイメージ）誰もが移動しやすい公共交通体系の整備を進めます。

３．都市施設の整備方針
（公園緑地、河川、下水道、その他都市施設）
機能的な都市活動の確保を図るため、災害にも考慮した、すべての人が安全で快適な社会基盤
施設の整備を進めます。

４．都市環境の形成方針
自然環境の保全に努め、環境負荷の低減や周辺環境と調和した環境の形成に努めます。

５．都市景観の形成方針
地域固有の景観資源を保全・活用するとともに、周囲の街並みと調和した景観の形成に努めます。

６．都市防災の方針
東日本大震災や令和元年東日本台風など度重なる自然災害の教訓を踏まえ、事前復興の考え
の下、災害に強い地域社会を形成し、様々な自然災害や事故、犯罪などに対応できる安全・
安心なまちづくりを進めます。

基本理念

市民が輝くまち 郡山
『開拓の歴史を生かした躍動感あるまちづくり』

目標１
安全・安心な
まちづくり

目標２

交流の促進と
産業の振興

目標３

地域特性を活かした
暮らしの実現

目標４
脱炭素化の実現を
目指したまちづくり



４－１ 土地利用の方針 
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本市の将来を俯瞰したまちづくりの将来都市構造である「郡山型 コンパクト＆ネットワーク都市
構造」の実現に向け、道路や公園、下水道などの都市基盤の有効活用や地域特性に配慮しながら、都市
的な土地利用（住宅・商業・工業など）とグリーンインフラとしても機能する自然的な土地利用（農地・
森林・原野など）の調和のとれた計画的な土地利用を進めるとともに、土地利用の誘導により浸水被害
や土砂災害等の災害リスクの回避を図っていきます。 

 
１ 土地利用の区分の設定 

 
（１）市街地と市街地外との区分 

・ 都市と自然とが共生した郡山らしい豊かな暮らしを守り、都市全体の魅力と活力あるまちづくりを
進めるため、都市的な土地利用を推進する市街地と自然的な土地利用を原則とする市街地外とを明
確に区分し、市街地外の農地や自然環境を維持・保全し、秩序ある土地利用を維持します。 
 

（２）市街地の範囲 
・ 人口動態を踏まえ、市街地の範囲は現状の市街化区域とすることを基本とします。 
・ 市街化区域の拡大については、福島県の復興牽引に向けた産業の再生及び創出の観点、市街化区域
との一体性・連続性、公共交通の利便性等を踏まえ、その区域の設定を検討します。 

 
（３）土地利用の区分 

・ 土地利用区分は、地域特性や立地する施設用途に応じて、以下のとおり設定します。 
 
 
 

大区分 中区分 小区分 

市街地 

住宅地区 
①都心住宅地区 
②周辺住宅地区 
③住宅専用地区 
④住工商共存地区 

商業・業務地区 
①交流推進型商業・業務地区 
②近隣型商業地区 
③地区型商業地区 

工業・流通業務地区 
①工業専用地区 
②一般工業地区 
③流通業務地区 

市街地外 

①農業保全地区 
②集落地区 
③自然保全地区 
④地域産業振興地区 

 
 
 
 
 
 

 

●土地利用区分 
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２ 市街地の土地利用 

 
〔 基本的な考え方 〕 

これからの市街地は、人口減少・少子高齢化の進展、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電
所事故、令和元年東日本台風などの本市を取り巻く社会情勢の変化を踏まえ、一定の人口密度を維持
し、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域への誘導を図りま
す。 
さらに、都市の持続的な運営及び生活を支える機能の誘導により、持続可能なまちづくりの推進に向

けて、都市機能を誘導すべき区域への都市機能施設の立地の誘導を図ります。 
また、頻発・激甚化する水災害に対応するため、流域治水に基づいた安全・安心な生活を確保する土

地利用や、「2050 年二酸化炭素排出量ゼロ」を目指した環境負荷が少なく、ポストコロナにも対応し
たまちづくりを考慮した土地利用について検討を進めます。 

 
住宅地区 

 
〔 基本的な考え方 〕 

地域特性に応じた多様な住まいのあり方を推奨し、交通基盤と対応した秩序ある土地利用を誘導す
る観点から、住宅市街地の基本的な区分を定め、各区分に応じた住環境の保全と利便性の維持を図りま
す。 

 
 

区分 誘導方針 

①都心住宅地区 
（高密度な複合市街地） 

鉄道やバスなどの公共交通機関をはじめとして、自転車や徒歩により、
多種多様な都市サービスを受けられる生活利便性の高い居住を推進する
中高層の防災・減災に配慮した都市型住宅地の形成を図ります。 
特に郡山駅を中心とする都心ゾーンにおいては、医療・福祉・商業等が

集積した高度な都市機能のサービスを受けられる都心居住を推進します。 

②周辺住宅地区 
（中密度な住宅地） 

住宅を主体としつつも、店舗や事務所などと共存した地域として、既存
の都市基盤ストックを活用しながら、都心ゾーンへの近接性、生活サービ
ス施設等の都市機能がある利便性を活かし、多様な住まい方を可能とする
居住環境の形成や、戸建住宅と中高層の共同住宅などが調和した防災・減
災に配慮した良好な住宅地の形成を図ります。 
また、鉄道駅やバス停などの徒歩圏内で、自動車利用に依存せず生活が

営めるエリアにおいては、将来の人口減少を見据え、居住の誘導を図りま
す。 

③住宅専用地区 
（低密度な住宅地） 

多様な住宅ニーズに配慮しつつ、高さや用途などの混在がない低層な戸
建住宅を中心に誘導し、ゆとりある防災減災に配慮した良好な専用住宅地
の形成を図ります。 
また、鉄道駅やバス停などの徒歩圏内で、自動車利用に依存せず生活が

営めるエリアにおいては、将来の人口減少を見据え、居住の誘導を図りま
す。 
さらに土地区画整理事業などによる面整備が行われた地域では、現在の

良好な居住環境の維持及び改善を図ります。 

④住工商共存地区 

土地利用の純化を目指すことを原則としつつ、市民のニーズを踏まえな
がら住宅以外の用途との調和に配慮するなど、居住環境の向上を図るため
地域の特性に応じた土地利用の転換の検討に努めます。 
また、区域の一部で住宅団地などに土地利用転換される場合、都市基盤

の整備など適切な誘導を図ります。 

●地区区分と誘導方針 
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●土地利用（住宅地区）構想図 

 ～市街地～ 
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商業・業務地区 

 
〔 基本的な考え方 〕 

商業・業務や交流を促進する都市機能の集積は、魅力ある都市の拠点を形成していくために重要で
す。 
現在ある拠点地区の既存ストックの活用を基本に、本市の地域特性と様々な都市機能が相互に連携

し、一体的な発展を促進する都市づくりの基本となる商業・業務等交流施設地区の維持・再生を目指し
ます。 
また、人口減少や少子高齢化を見据えた持続可能な都市運営を確保するため、市民の生活を支える

様々な都市機能施設の適切な誘導を図ります。 
 
 
 

区分 誘導方針 

①交流推進型 
商業・業務地区 

こおりやま広域圏の中心でもある郡山駅周辺地区は、駅東西の均衡ある
発展を基本として、広域的な商業・業務機能を核に、文化、医療、福祉、
教育等といった市民の多様なニーズに対応した高次な都市機能の集積及
び強化を促進し、活気あふれた魅力ある広域交流中核拠点の形成を図りま
す。 
郡山南拠点周辺地区は、ビッグパレットふくしまを核に、広域的なコン

ベンション機能を中心とした交流推進拠点の形成を図ります。 
磐梯熱海駅周辺地区は、郡山ユラックス熱海を核に、広域的なコンベン

ション機能と合せて、県内有数の温泉施設を組み合せた観光コンベンショ
ンを中心とした交流推進拠点の形成を図ります。 
郡山富田駅周辺は、ふくしま医療機器開発支援センターを核に、医療機

器関連産業分野を中心とした新たな産業の集積拠点の形成を目指します。 

②近隣型商業地区 
主要な幹線道路の沿道などにおける地域の生活拠点として、交通環境や景

観、周辺の住環境に配慮しながら、商業・業務やサービス機能などの適切な
誘導を図ります。 

③地区型商業地区 
地域における日常的な商業機能のみならず、地域コミュニティに対するサ

ービス機能などの充実及び集積を誘導し、周辺の住環境に配慮しながら、生
活の利便性の向上を図ります。 

 
 
 

  

●地区区分と誘導方針 
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●土地利用（商業・業務地区）構想図 
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工業・流通業務地区 

 
〔 基本的な考え方 〕 

工業・流通機能の維持・発展は、一日も早い福島県の復興を牽引していくために重要です。広域交流
促進道路等の都市基盤を活用し、既存産業の強化を図るとともに、医療・福祉・環境・観光・農業・食
品産業等の成長が見込まれる新規産業の育成を図ります。 

 
 
 

区分 誘導方針 

①工業専用地区 

事業中の郡山西部第一工業団地では、再生可能エネルギー、医療機器関連
の工場の誘導を推進します。 
既存の工業団地では、その生産機能を維持するとともに、産業環境の向上

に向け、必要に応じて都市基盤の整備を推進します。 
また、工業団地を形成していない地区では、土地利用の検討を進めます。 

②一般工業地区 

既存の工場、作業所、事務所などが集積している地区は、周辺の居住環境
との調和を図るため、環境の悪化をもたらす恐れの少ない工業地の形成を図
ります。 
また、郡山駅東口周辺や住工混在地区については、現在の土地利用状況を

鑑み、市民ニーズを踏まえながら周辺の環境と調和し、地域の特性が活かせ
るように土地利用の転換について検討に努めます。 

③流通業務地区 

郡山インターチェンジ周辺では、広域交通網を活用し、広域流通を中心と
した流通機能の強化を図るとともに、郡山南インターチェンジ周辺では、流
通業務団地等の拠点整備の検討を進めます。 
また、既存の流通業務施設などの操業環境は維持しつつ、新たな関連施設

などの立地を誘導し、流通機能の強化を図ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

●地区区分と誘導方針 

●中央工業団地 ●西部第二工業団地 
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●土地利用（工業・流通業務地区）構想図 
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〔 主な取組 〕 
（１）地域特性に応じた多様な都市機能の誘導 

都市基盤の整備状況や機能集積の動向など各拠点の特性を踏まえ、防災・減災に配慮した集約型都市
構造の実現に向けた都市計画の各種手法を効果的に活用してまちづくりを進めます。また、民間開発な
どの誘導・調整を進め、必要に応じて都市基盤の見直しなどを実施し、都市機能の誘導・集積を進めま
す。 

 
（２）質の高い空間づくりの誘導 

ユニバーサルデザインの考え方に基づき、オープンス
ペースの創出や美しい都市景観の形成などの多様な観点
から都市基盤整備を進め、魅力ある都市空間づくりを進
めます。 

 
（３）便利で質の高い住宅市街への誘導 

鉄道駅やバス停などの徒歩圏内で、自動車利用に依存
せず生活が営めるエリアにおいては、居住の誘導を図り、
都市計画の各種手法を効果的に活用して、住宅地の質を
持続的に確保します。 

 
（４）用途が混在する地域の土地利用誘導 

従来想定していた市街地像とは異なる土地利用が展開されている地域においては、土地利用の純化
や居住と工業及び商業などが共存する土地利用に配慮しながら、都市計画の各種手法を効果的に活用
して、地区の特性に応じた住民ニーズに対応できるよう、良好な居住環境の向上に努めます。 

 
（５）大規模な土地利用転換への対応 

市街地における大規模遊休地及び未利用地の利活用を検討します。また、産業構造の変化や立地企業
の移転などに伴う土地利用転換を図る場合は、計画的な土地利用の誘導に向け、地区計画などの都市計
画の各種手法を効果的に活用して、良好な都市環境の向上に努めます。 

 
（６）未利用地の土地利用誘導 

市街地内に残されている農地など都市的な土地利用が進行していない地域については、地域の実情
や周辺の土地利用の動向を考慮しつつ、地権者や住民の意向などを踏まえ、都市計画の各種手法を活用
して、良好な居住環境の向上に努めます。 

 
 
 
 

  

●良好な住宅地 
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（７）大規模な集客施設の適切な規制・誘導 
郡山駅周辺では、空洞化が深刻な問題となっているこ

とから、官民一体となって、賑わい形成や交流促進に資
する都市機能の誘導等を進めていくことが必要です。 
大規模な集客施設の立地は、道路混雑など都市構造に

大きな影響を与えることから、2006（平成 18）年に改
正された都市計画法などのまちづくり 3 法や 2005（平
成 17）年に制定された「福島県商業まちづくりの推進に
関する条例」、2022（令和４）年に策定された「郡山市
商業まちづくり基本構想」との整合を図りながら、地区
計画などの都市計画の各種手法を活用し、適切な規制並
びに誘導を進めます。 

 
（８）水災害リスクに対応した土地利用の検討 

浸水が想定されるハザードの外力が大きく、頻度が高い地域については、被害対象を減少させるため
リスクの低いエリアへの誘導、住まい方の工夫等、被害を減少させるための土地利用の検討に努めま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

●郡山中町第一地区第一種市街地再開発事業 

●郡山市の市街地 
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３ 市街地外の土地利用 

 
〔 基本的な考え方 〕 

自然的な土地利用を原則とする市街地外では、市街地の拡大を前提とするのではなく、自然環境など
の資源を適切に維持・保全していくとともに、今後の人口減少・少子高齢化を見据え、持続的な地域コ
ミュニティの維持、立地特性を活かした地域活力の向上等、地域の実情に即したまちづくりを誘導して
いきます。 
また、安積疏水によって形成された豊かな田園に囲まれた市街地の風景は本市の魅力であり、市街地

外の優良農地等の保全は重要です。 
特に農用地においては、安全・安心な農作物を安定的に供給するため、食料自給率の向上・耕作放棄

地の減少・農業後継者不足の解消などを考慮しながら、良好な営農環境の保全や向上を図ります。 
 
 
 

区分 誘導方針 

①農業保全地区 
安定的な農業生産を維持していくために必要な農地を確保すると

ともに、虫食い的な農地転用を抑制し、良好な営農環境の保全を図り
ます。 

②集落地区 

既存集落においては、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける
ことができるよう、周辺の自然環境や営農環境と共生した生活の維持
を図るとともに、地域の核となる行政センターがある地区や一定規模
を有する既存集落においては、持続的な地域コミュニティの維持につ
いて検討します。一定規模を有する既存集落においては、都市計画法
を活用した持続的な地域コミュニティの維持について検討します。 
大規模開発地などの住宅団地は、既存の公共公益施設を有効に活用

し、良好な住環境の保全を図ります。 

③自然保全地区 自然災害の防止機能、都市環境や市街地からの眺望景観を形成する
重要な要素として維持・保全を図ります。 

④地域産業振興地区 

インターチェンジや主要幹線道路の既存ストックを活用し、周辺の
土地利用と調和のとれた、物流施設等による産業振興に資するまちづ
くりを促進します。 
また、本市の上位計画等との整合を図りながら、地域振興に資する

施設のあり方の検討に努めます。 
 

  

●地区区分と誘導方針 
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〔 主な取組 〕 
（１）自然環境の保全と創出 

豊かな自然環境を有する田園、森林、丘陵地帯などは、今後も無秩序な開発を抑制し、グリーンイン
フラとして適切に保全するとともに保水機能の確保による流域治水に努めます。 
都市の魅力と活力の向上のため、地域特性に応じて自然環境を活用し、市民が自然に親しむことので

きる場などの創出を検討します。 
また、既に整備されているレクリエーション施設や文化施設などは、今後とも自然環境を保全しなが

ら有効に活用します。 
 

（２）優良農地の保全と活用 
集団的農用地及び各種農業投資が実施された区域は、優

良な農地として保全します。 
また、農地の有効活用を図るため、農業体験などの機会

を提供するとともに、農業関連施設の計画的な誘導を検討
します。 

 
（３）集落地域の維持・拠点づくり 

既存集落は、地域の中心として公共公益施設が立地し、
地域コミュニティが形成されているため、地域の拠点とし
て、都市計画の各種手法を効果的に活用した土地利用方策
の環境整備に努めるとともに、生活利便施設を設置するな
ど、利便性や快適性の維持・向上を図ります。 

 
（４）立地特性を活かした地域振興 

広域的な物流や交流を支えるインタ－チェンジの周辺や主要幹線道路の沿道においては、地域のポ
テンシャルを十分に活かし、地区計画を活用した周辺の自然環境や農業的土地利用と調和のとれた物
流施設等の土地利用を促進するとともに、地域経済等に寄与する地域振興に資する施設の立地のあり
方についての検討に努めます。 

  

●既存集落 
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●土地利用構想図 

～市街地外～ 
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１ 道路 
 
〔 基本的な考え方 〕 

道路は、多様な都市活動を支える社会基盤施設であり、現在の交通実態や将来の交通量を考慮しつ
つ、「郡山都市圏総合都市交通計画」に位置づけられた「道路マスタープラン」に基づき、まちづくり
と一体となった道路ネットワーク整備を推進します。 
道路計画においては、計画段階から市民意見の把握に努めるなど、市民との協力体制による事業推進

に努めます。 
また、整備にあたっては、すべての人が安心して円滑に移動できる道路ネットワークの形成を図るた

め、震災復興に資する道路等、必要性の高い道路を優先的に整備することで効果的・効率的な事業を推
進するとともに少子・高齢社会に対応した安全・安心なまちづくりの観点から、道路施設の長寿命化、
電線類の地中化、質の高い道路空間づくりに取り組んでいきます。 
さらには、長期にわたり未整備の都市計画道路については、今後の人口減少による市街地の拡大が見

込まれないなどの社会情勢の変化や、将来都市構造への影響を踏まえ、その必要性や配置の検証を進
め、都市計画道路全体の配置の見直しに取り組みます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

●東部幹線 ●市道大町大槻線 

●内環状線 ●国道 288 号バイパス 
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〔 主な取組 〕 
（１）道路ネットワークの整備 
１）広域交流促進道路 

広域交流促進道路である国道 4号や国道 49号、国道 288号バイパス、国道 294号は、放射型に
広がる道路体系として広域的な交流を強化し、都市圏内外の交通を処理するため必要な整備を進め
ます。 
また、東北自動車道、磐越自動車道を、首都圏と東北地方、太平洋側と日本海側を連絡する道路と

して位置づけるとともに、東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故、さらには令和元年東日本
台風、2021（令和 3）年 2月、2022（令和 4）年 3月と発生した福島県沖地震等の自然災害を経て
基盤強化された持続可能な地域公共交通ネットワークも活用します。 
２）骨格幹線道路 

骨格幹線道路は、国道 49 号や県道などを主軸とし、郡山市中心部に集中している交通を円滑に
処理し、さらには地域間の交流強化とアクセス性の向上を図るため、その整備を進めます。 
３）幹線道路 

幹線道路は、物流拠点や観光拠点から広域交流促進道路、骨格幹線道路へ連絡する道路であり、骨
格幹線道路を補完する機能を有していることから、移動の利便性向上と道路ネットワークの形成を
図るため、その整備を進めます。 
整備にあたっては、歩道や交通安全施設など、良好な道路空間の形成に努めます。 

４）生活道路 
生活道路は、住民の利便性を強化する道路として、歩行者や自転車などに配慮した交通安全施設の

整備や段差の解消などを行い、安全で快適な人にやさしい生活空間の創出を図ります。 
また、通学路については、教育委員会・学校・PTA・道路管理者・警察署等関係機関と危険箇所の

合同点検を実施します。点検結果については、「郡山市通学路交通安全プログラム」に基づき、PDCA
サイクルによる改善を図ります。 
５）その他 

ハイウェイオアシスや道の駅については、道路利用者の利便性の向上を図るとともに道路や地域
などの情報発信基地としての役割が期待されることから、その誘致を促進します。 
 

（２）道路施設の長寿命化 
舗装や橋りょう、街路灯などの道路ストック（施設）は、安全・安心な道路環境を確保する必要があ

るため、定期点検と修繕計画による施設の長寿命化を図り、将来の更新に掛かる財政負担を軽減しま
す。 

 
（３）魅力的な道路空間の創造 

地域のニーズに応じた最大限の空間活用を実現するため、多様なニーズに応える道路空間の実現、道
路空間の利活用の更なる高度化、良好な道路景観の形成及び民間団体等との連携による価値・魅力の向
上に取り組みます。 

 
（４）都市計画道路に関する都市計画の見直し 

長期にわたり未整備の都市計画道路については、都市計画基礎調査や都市交通調査の結果を踏まえ、
その必要性や配置、構造等の検証を進め、現在のまちづくりに必要な役割を再確認し、魅力あるまちづ
くりを円滑に進めるため、長期的視点から都市計画の見直しについて検討します。 
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凡例 区分 誘導方針 

 広域交流促進道路 ・都市圏内外を連絡し、広域的な都市間交流を促進す
る道路 

・福島の震災復興を担う道路  （構想道路） 

 骨格幹線道路 

・都市の骨格を形成し、中⼼市街地への過度な⾃動⾞
流⼊を抑制しながら地域間交流の円滑化を図る環状
道路 

・中⼼市街地と地域拠点や周辺都市等、都市圏内外の
主要な交通を処理するための放射道路 

 幹線道路 
・物流拠点や主要観光拠点から広域交流促進道路、骨

格幹線道路へ連絡する道路 
・骨格幹線道路を補完する道路 

 ⽣活道路 ・上記以外の、地域内の⽣活安全性や利便性を強化す
る道路 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

●道路の区分と役割 

資料：郡山都市圏総合都市交通計画道路マスタープラン
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２ 公共交通 

 
〔 基本的な考え方 〕 

鉄道及びバスなどの公共交通は、市民の通勤・通学・通院・買い物時の移動や年齢的・身体的理由等
から自ら運転できない交通弱者の足の確保、さらには交通渋滞の緩和や環境負荷の軽減など多様な有
効性が考えられます。交通政策基本法のもとに、人口減少社会にあっても活力を維持・向上できるよう、
居住や都市機能等が集約したまちづくりと連携し、効率的で利便性の高い公共交通ネットワークの形
成及び快適な利用環境の整備などを進めます。 
また、交通事業者との連携により、ユニバーサルデザインの考え方に基づく関係施設・設備の改善、

ICT等のデジタル技術による情報提供手段の拡充を図るとともに、モビリティ・マネジメントの推進に
より、公共交通の利用を促進します。 

 
〔 主な取組 〕 
（１）鉄道の利活用 

鉄道網は、都市圏内外を広域的に結ぶ都市の基幹となる公共交通として、重要な役割を担っていま
す。このため、交通事業者と連携し、在来線、新幹線の運行頻度の増加、鉄道の路線間や路線バスとの
効率的な乗継、鉄道駅周辺の交通アクセスの充実など、既存ストックを有効活用しつつ、より利便性を
高めるとともに、鉄道の利用促進及び交流推進拠点での新駅設置（郡山駅～安積永盛駅間）を進めます。 

 
（２）バスの利活用 

路線バスは、市内をきめ細かに網羅する移動手段であり、市民の地域生活に密着するとともに、高齢
者や学生等の運転免許証を持たない方々の生活の足として、重要な役割を担っています。このため、交
通事業者と連携し、定時制・速達性を確保した効率的な運行サービスや乗継、待合環境の改善・整備、
環境に配慮した車両の導入など、今後も持続的で誰もが利用しやすい運行サービスを提供するととも
に、路線バスの利用促進に努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

●郡山駅周辺 
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（３）交通結節点の機能向上 
交通結節点では、様々な交通手段の乗り換えや歩行を効率的か

つスムーズに行うことが求められます。鉄道・バス等の公共交通
の利用促進や乗り場位置の変更等を含めた移動距離の短縮、バリ
アフリー動線の確保など、利用ニーズを踏まえた、交通結節点の
機能向上について検討を進めます。 
また、利用者への公共交通に関する情報提供、意識啓発などに

より、交通手段が社会的にも個人的にも望ましい方向へ自発的に
変化することを促し、過度な自動車利用から公共交通への利用転
換を推進します。 

 
（４）地域の実情を考慮した交通手段の検討 

公共交通による移動手段の維持・確保は、地域ごとに状況は
異なりますが、非常に厳しい状況にあり、特に郊外部において
は、バス路線の廃止が進んでいます。これらバス路線の廃止に
伴い、本市では、「デマンド型乗合タクシー」を 2019（令和
元）年６月から順次実施し、2023（令和５）年４月現在 10地
区で運行しています。 
鉄道、バス等の公共交通が不便となる地域については、交通

事業者との連携のもと、デマンド型交通など、地域の実情に応
じた交通手段について、地域住民との協働により検討を進めま
す。 

 
（５）新たな交通サービスの活用検討 

近年、移動手段の確保や費用の削減などの公共交通の課題解決に向けた有効な手段として、MaaSや
AI、IoTなどの新たな技術の活用が期待されています。 
地域に合った交通サービスの提供ができるよう、先進事例等を参考に取組の検討を進めます。 
 
 
 

  

●循環バス 

●乗合タクシーの出発式 
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３ 歩行者・自転車利用空間 

 
〔 基本的な考え方 〕 

高齢者をはじめ、すべての住民の健康的な社会生活の実現及び気候変動を引き起こす地球温暖化の
原因となる温室効果ガスの排出を抑制し、脱炭素型のライフスタイルへの転換を促進する、自動車利用
に依存しない、歩いて暮らせるまちづくりを推進するため、「郡山都市圏総合都市交通計画」に位置づ
けられた「自転車・歩行者マスタープラン」に基づき、バリアフリーで回遊しやすい都市環境の確保な
ど、健康増進につながる歩行者・自転車利用空間の形成に努めます。 
特に郡山駅周辺では、広域的な中心拠点として、都市の魅力向上やまちなかに交流・滞在空間を創出

し、居心地が良く歩きたくなるまちづくりが求められています。このため、地域住民や関係団体等と連
携しながら、公民協奏による歩行者・自転車利用空間づくりを推進します。 
また、整備にあたっては、高齢者や障がい者、車椅子やベビーカーの通行など、すべての人が安心し

て移動できるようユニバーサルデザインの考え方に基づいた整備を推進します。 
 

〔 主な取組 〕 
（１）歩行者利用空間 

歩行者と車両との分離や、段差のない歩道づくりを進め、高齢者や障がい者、子どもなど、誰もが安
心して歩けるような、安全で快適な歩行者空間の創出に努めます。 
また、観光地の散策空間や都心部の商業空間、住宅地内の生活空間など、地域特性に応じた歩行者空

間の形成を図ります。 
 

（２）自転車利用空間 
自動車交通への過度の依存を避けるため、公共施設・学校

施設・商業施設・交通結節点を連絡する利便性の高い自転車
道ネットワークの形成や駐輪場の整備、シェアサイクルの普
及促進などにより、通勤・通学や各施設間の自転車利用環境
の向上に努めます。 
また、自転車利用のマナー向上と事故防止を図るための

情報提供や PRを行うとともに、自転車損害賠償責任保険等
への加入を促進することにより、自転車利用の安全性向上に
努めます。 

 
 
 
 

 

●自転車レーンの設置 
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１ 公園緑地 
 
〔 基本的な考え方 〕 

自然環境が持つ多様な機能を有する市街地内の公園緑地は、グリーンインフラとして都市全体の魅
力の向上に寄与するとともに、環境保全、防災、景観形成のほか、子育てや教育、健康づくり、福祉の
増進などの多様な機能を有しており、災害時の避難場所としての役割も有していることから、安全・安
心な生活には欠かすことができない施設です。 
整備にあたっては、誰もが安心して利用できるよう、ユニバーサルデザインの考え方に基づいた整備

に加えて、防災機能も兼ね備えた整備に努めるとともに、セーフコミュニティの視点や SDGs の達成
に向け、流域治水を踏まえた緑の「環境保全」「防災」といった機能や、新型コロナウイルス感染症に
対応した緑地・オープンスペースの整備など、多様な機能を発揮する緑の拠点づくりを進めていきま
す。 
また、整備や維持管理において、官民協働型の取組を進め、地域との連携を図ります。 
 

〔 主な取組 〕 
（１）歴史と緑を活かした「歴史と緑の生活文化軸」の形成 

開成山公園から、さくら通り、麓山通りを中心とするエリアは、本市発展の礎である安積開拓の歴史
ある場所であることから、市民の憩いの場となる質の高い公園緑地の機能を維持・発展させ、都心ゾー
ンのシンボルとなる「歴史と緑の生活文化軸」の形成に努めます。 
さくら通りや麓山通り沿道、郡山駅周辺については、回遊、休憩、交流、レクリエーションなどの活

動を創出する魅力的なオープンスペースの形成について検討します。また、開成館周辺の安積開拓発祥
の地を本市のシンボルとして整備するとともに、豊田貯水池・豊田浄水場跡地は、「歴史と緑の生活文
化軸」の中心として、市民の健康増進や憩いの場、災害時における避難場所としての機能の確保を目指
し、跡地利用について検討します。 

 
（２）防災・減災のための安全で快適な公園づくり 

大規模化・激甚化する自然災害に対して、雨水の浸透・貯留のための緑を保全するとともに、グリー
ンインフラの観点から都市公園の防災・減災機能を強化します。特に浸水想定区域においては、公園に
流域治水の取組の一つとしての貯留機能や浸透施設の整備を検討するなど、都市型災害の被害の低減
に努めます。 
また、出入り口の段差解消やトイレの改修などのバリアフリー化、さらには照明灯の設置や遊具の点

検、樹木の剪定などの適正な管理に努めるとともに、市民が憩いとやすらぎを感じられる場としての魅
力ある空間の創出を図ります。 
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（３）バランスのとれた公園配置 

公園は、市民の憩いの場となるほか、災害時の避難場所となることから、バランスのとれた配置に努
めます。 
また、整備にあたっては、市民に親しまれる公園づくりを目指し、計画段階から積極的に市民参加の

場を設け、具体的にどのような施設や利用環境があれば利用したいと思えるか、利用のきっかけづくり
に向けた需要調査を実施し、市民ニーズを反映した公園づくりを検討します。 

 
（４）魅力ある公園づくり 

歴史や文化を伝える公園や、防災機能をもった公園など、様々な特徴を有した公園が整備されている
ことから、これら公園の魅力向上を図るため、ストック効果の最大化を重視し、地域住民の意見を反映
した、多様な利用を可能とする公園の整備に努めます。 
さらに、公園利用を促進するため、駐車場の整備や最新のデジタル技術を活用した取組を進めるとと

もに、需要調査を通じて公園利用のきっかけづくりを検討します。 
 
 

 
 

 

  

●春の開成山公園とさくら通り 

●麓山公園 

●春の開成山公園 
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●公園緑地整備方針図 

～市街地～ 
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２ 河川 

 
〔 基本的な考え方 〕 

河川は、貴重なまちづくりの資源であることから、周囲の自然環境や景観などとの調和、人々の河川
とのふれあいの機会の創出などに配慮しつつ、優れた都市環境として適切な整備・活用を図ります。 
近年の気候変動による水害の頻発・激甚化に対する水害リスクを低減するため、流域全体のあらゆる

関係者が協働して、流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を推進します。 
さらに、市民や市民団体などと行政の協働による美化・清掃活動などを推進し、市民の憩いの場とし

て、親水性を確保し生態系にも配慮した良好な水辺空間の保全に努めます。 
 

〔 主な取組 〕 
（１）治水対策 

令和元年東日本台風により、甚大な浸水被害のあった準用河川（愛宕川、照内川、徳定川）の整備促
進を図ります。 
また、阿武隈川水系流域治水プロジェクトに位置づけた河川の治水対策に加え、流域からの流出を抑

制する対策等が一体となった総合的な防災・減災対策を推進します。 
 

（２）親水性の確保 
都市に残された貴重な水辺空間として、自然環境の

保全と水に親しむことのできる良好な都市環境の形成
に努めます。 
また、河川においては、自然にふれあい親しまれる良

好な水辺空間の形成を図るとともに、多目的な利用の
推進に努めます。 

 
 
 

３ 下水道 
 
〔 基本的な考え方 〕 

下水道は、快適な生活環境の確保、湖沼や河川等の水環境の保全、さらには大雨時における浸水被害
の軽減など、総合的で多面的な機能･役割を有していることから、市民生活に欠かすことのできない生
活基盤のひとつです。 
市民生活や生命･財産に大きな影響を与える浸水被害については、あらゆる関係者が協働して行う流

域治水の考え方の下、計画的な雨水幹線、雨水ポンプ場や雨水貯留施設の整備など、ハード対策と浸水
関連の情報提供などのソフト対策を効率的に組み合せた総合的な浸水対策を推進します。 
また、公共下水道などの汚水処理については、快適な生活環境の確保を図るため、地域の実情に合せ

た効果的・効率的な汚水処理施設の整備促進に努めるとともに、下水処理水や下水道の持つ熱エネルギ
ーの有効活用や照明の LED化などの省エネルギー機器の採用による消費電力の低減などを通じて脱炭
素化の取組を進めます。 
さらに、今後、老朽化が進行する下水道施設の持続可能な管理運営を実現するため、施設の長寿命化

対策を進め、長期的な視点での施設の点検・調査・改築を計画的に進めます。 
 

  

●笹原川千本桜 
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〔 主な取組 〕 
（１）浸水対策 

都市化の進展に伴う雨水浸透機能の低下や局地的集中
豪雨などにより発生する浸水被害を効率的に軽減させる
ため、雨水幹線や雨水貯留施設などの整備を推進し、安全
性の向上を図ります。 
また、浸水対策の緊急性が高い地域として「郡山市ゲリ

ラ豪雨対策 9 年プラン（計画期間 2014(平成 26)年度～
2022(令和 4)年度)」に位置づけられた郡山駅西側の合流
式下水道区域や阿武隈川沿岸の内水被害が生じやすい地
域においては、2022（令和４年）年度までに行った重点整
備を踏まえ、更なる浸水被害の軽減に向けた事業を進めま
す。 
さらに、災害による被害を最小限に抑えるため、下水道

施設の計画的な耐震性の確保や応急体制の強化に努めま
す。 

 
（２）汚水処理 

市域全体に汚水処理施設の整備を図るため、費用対効果
や社会経済情勢など総合的に見定めながら、地域の実情に
合せた効率的な整備促進に努めます。 
また、生活環境の改善を図るため、汚水処理施設の適正

な維持管理や公共下水道及び農業集落排水施設の区域で
の下水道等への接続(水洗化)に関する普及啓発活動の推
進に努めます。 
さらに、下水道等区域以外においては、合併処理浄化槽

への転換の普及促進に努めます。 
 

（３）長寿命化対策 
市民生活を支える重要な生活基盤として、経費節減な

どによる合理化を図り、下水道施設の長寿命化を図るた
め、ストックマネジメント計画に基づいた計画的な維持管
理や、効率的な長寿命化対策などの改築更新によるコスト
の縮減や平準化を図り、より一層安定的･持続的なサービ
スの提供に努めます。 

 
 
 
 
 
 

  

●浸水被害 

●雨水管の整備 

●湖南浄化センター 

●下水道の長寿命化対策（管更正） 
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４ その他都市施設 

 
〔 基本的な考え方 〕 

都市施設は、住みよい生活環境や円滑な都市活動を確保するうえで必要な施設を位置づけ、市民ニー
ズや利便性、地域バランスなどに配慮し、立地にあたっては、子どもから高齢者の誰もが容易にアクセ
スできるよう、土地利用計画や公共交通施策との連携を図ります。 
また、各施設の整備にあたっては、誰もが安心して利用できるようユニバーサルデザインの考え方に

基づいた整備に加えて、流域治水の考えの下、防災機能や雨水流出抑制機能も兼ね合せた整備に努めま
す。 

 
〔 主な取組 〕 
（１）上水道 

将来にわたり安全・安心でおいしい水を安定的・持続的に供給するため、効率的な運営による経営基
盤の強化を図りながら、施設整備の推進や災害対策に努めます。 

 
（２）文教施設 

計画的に義務教育施設の校舎や屋内運動場の増改築を進めることで、文教施設における教育環境の
向上を図り、安全・安心な教育環境づくりの観点から、耐震化についても引き続き事業を進めていきま
す。また、高等教育機関などとの連携や活用により、地域における高度技術産業の集積や活性化を進め
ます。 
また、「（仮称）歴史情報・公文書館」は、歴史・文化継承の拠点施設として整備し、歴史・文化を活

かしたアメニティ拠点の機能強化を図ります。 
さらには、「ミューカルがくと館」や、歴史資源を活かした「大安場史跡公園」、高層の都市型科学館

として全国から注目を集めている「郡山市ふれあい科学館」といった他の地域にはない本市特有の施設
について、市民のみならず周辺地域の人たちを呼び込めるような観光拠点として活用していきます。 

 
 
 
 

  

●郡山市民文化センター 



 

 

107 

 

序
章 

改
定
の
背
景 

第
１
章 

郡
山
の
現
状
と
課
題 

第
２
章 

都
市
づ
く
り
の
基
本
理
念
と
基
本
目
標 

第
３
章 

将
来
都
市
構
造 

第
４
章 

分
野
別
方
針 

第
５
章 

地
域
別
構
想 

第
６
章 

実
現
化
の
方
途 

資
料
編 

 

（３）保健・医療・福祉施設 
急速な少子高齢化の進行に対応するため、高齢者が住み慣れた地域で自立して安心・快適な生活がで

きるよう、「郡山ビッグハート」などを介護サービス拠点として、地域に密着した保健・福祉施設の充
実を図ります。 
また、今後の感染症危機に備えるため、市民生活に必要な感染症対策の拠点となる保健・医療施設を

誘導し、地域包括支援によるきめ細かなサービスの充実を図ることにより、安全で安心な魅力あるまち
づくりを推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（４）子育て支援施設 
「ニコニコこども館」や地域子育て支援センターを拠

点とした親子や子ども同士、親同士の交流の促進、さら
には「ペップキッズこおりやま」に代表される子どもた
ちが元気に遊び、学べる場所の拡充など、社会全体で取
り組む子育て支援の環境づくりに努めます。 

 
（５）地域交流施設 

地域集会所やふれあいセンター、スポーツ広場などの
整備・充実により、地域におけるスポーツや文化活動な
どの余暇活動の振興及び活力ある地域コミュニティの
形成に努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

●郡山ビッグハート 

●ペップキッズこおりやま 

●緑ケ丘ふれあいセンター 



４－４ 都市環境の形成方針 
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〔 基本的な考え方 〕 

様々な都市活動のなかで、石油・石炭などの化石燃料の燃焼に伴って排出される温室効果ガスが、地
球温暖化の要因であることから、温暖化対策の取組が世界各国で推奨されています。日本においても、
都市の低炭素化の促進に関する法律が定められ、各種取組が行われています。 
郡山市においても、「省・創・蓄エネ」の推進や再生可能エネルギーをはじめとする新エネルギーの

普及促進に努めるなど、脱炭素まちづくりの考えを取り入れたまちづくりを推進します。 
また、恵み豊かな環境を保全し、より良い環境を次世代に継承していくため、市民が安心して暮らす

ことができる環境を継続させ、社会経済システムと自然環境のバランスが保たれたサーキュラーエコ
ノミー社会へ転換し、人と自然が共生できるまちづくりに努めるとともに、森林や農地などの緑や、河
川・湖沼などの水辺空間は、良好な地球環境を形成する重要な資源としてその保全に努めます。 

 
〔 主な取組 〕 
（１）環境負荷の軽減 

脱炭素まちづくりを推進するため、公共交通の利用促進による自動車交通の削減や建築物等の省エ
ネルギーの推進などにより、温室効果ガスの排出量を削減するとともに、二酸化炭素の吸収源である緑
化に努めるなど、環境にやさしい都市づくりを進めます。 
また、廃棄物の適正な処理や、ごみの分別収集・減量化を推進するとともに、再生利用に努め、循環

型社会の実現を目指します。 
 

（２）再生可能エネルギー利用の推進 
東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故を契機にエネルギーを取り巻く情勢は大きく

変化しました。2021（令和３）年に改定された「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン 2021」で
は、「再生可能エネルギーの導入推進」と「再生可能エネルギー関連産業集積」という 2つの柱に、「持
続可能なエネルギー社会の構築」、「水素社会の実現」の２つの柱が新たに加わりました。本市において
も、2023（令和 5）年に「郡山市気候変動対策総合戦略」を改定し、市内における再生可能エネルギ
ー導入拡大やそれに伴う再生可能エネルギーの利用の促進、水素社会実現のための施策を推進します。 

  

●郡山布引風の高原 
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（３）自然環境の保全・活用 
本市には西に奥羽山脈、東に阿武隈高地が接しており、北には安達太良山を望み、西の猪苗代湖は全

国で４番目の大きさを誇るなど、豊かな自然環境を有しており、これらの環境を保全するため、適切な
土地利用の規制・誘導を図るとともに、市民の環境に対する意識の啓発に努めます。 
また、自然の持つレクリエーション機能の活用や、良好な自然環境を観光資源として活用します。 
 
 
 
 
 
 

 

●湖南地域の豊かな自然 

 



４－５ 都市景観の形成方針 
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〔 基本的な考え方 〕 

「こおりやまの景観をつくり、そだて、まもる」を基本に、豊かな水と緑を保全、育成し、「見る」
「見られる」両方の観点から、都市の骨格を美しく整えます。 
また、豊かな水と緑を背景に培われてきた歴史・文化を後世に伝えるとともに、新しく育ってきた文

化の芽を開花させていくため、文化的環境に優れた空間をつくる視点から都市景観の形成に努めます。 
さらに、水と緑に支えられてきたまちの発展の歴史を尊重し、今後とも維持・発展させるため、市民、

事業者、行政が一体となって人が集い、賑わう都市の形成を推進します。 
 

〔 主な取組 〕 

（１）都心ゾーンの景観づくり 
都心ゾーンでは、ゆとりと潤いが感じられるよう

敷地の積極的な緑化を推進するとともに、多様な都
市機能が集積していることから、これらの特徴を活
かした本市の玄関口として相応しい賑わいと活気
あふれる景観づくりを進めます。 
また、公会堂や合同庁舎などの近代建築、文化資

源や安積開拓ゆかりの施設といった歴史的・文化的
な景観資産が多く存在することから、これらを保
全・活用することで、市民に親しまれ、訪れた人々
を引きつける魅力ある景観の形成に努めます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

●郡山駅前周辺 

●都心ゾーンの代表的な景観・歴史資源 

郡山市公会堂 

旧福島県尋常中学校本館（安積歴史博物館） 

開成館 

安積疏水麓山の飛瀑 



 

 

111 

 

序
章 

改
定
の
背
景 

第
１
章 

郡
山
の
現
状
と
課
題 

第
２
章 

都
市
づ
く
り
の
基
本
理
念
と
基
本
目
標 

第
３
章 

将
来
都
市
構
造 

第
４
章 

分
野
別
方
針 

第
５
章 

地
域
別
構
想 

第
６
章 

実
現
化
の
方
途 

資
料
編 

 

（２）市街地ゾーンの景観づくり 
住宅地では、積極的に樹木を植えることにより、周囲の緑豊かな山並みの眺望景観と調和し、やすら

ぎや潤いが感じられる景観をつくります。 
また、磐梯熱海温泉街や郡山南拠点では、特色あるそれぞれのまちの特徴を活かし、賑わいと活気あ

ふれる市街地の景観づくりに努めます。 
一方で、市街地内においては阿武隈川や逢瀬川といった水辺空間が存在し、阿武隈高地や奥羽山脈の

山並みへの眺望が開けていることから、これらの眺望景観に配慮した街並みづくりを行うことで、やす
らぎと潤いのある景観を保全します。 

 
（３）田園環境共生ゾーンの景観づくり 

広がりのある開放的な田園地域と周辺の山並みへの眺
望を活かした魅力ある景観づくりを推進し、屋敷林やため
池などの集落地景観を守ります。 
さらには、安達太良山や額取山などを背景とする美しい

眺望景観や藤田川、逢瀬川、笹原川など周辺の自然と一体
となった緑豊かな河川景観を守ります。 

 
（４）丘陵環境共生ゾーン・森林環境共生ゾーンの景観づくり 

美しい自然景観や歴史・文化を活かした誇りと愛着の持てる景観づくりを推進し、安達太良山などの
山並みへの眺望景観や東部に広がる丘陵地景観、さらには、湖南七浜などの湖岸景観といった美しい自
然景観を守ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

●額取山 

●安達太良山 ●猪苗代湖（鬼沼） 



４－６ 都市防災の方針 
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〔 基本的な考え方 〕 

防災・減災を主流とした安全・安心なまちづくりを推進するため、地震や水害、土砂崩れなど様々な
自然災害や都市火災に対応できるまちづくり・住まい方の工夫を進めるとともに、地域防災計画に基づ
き災害発生時の避難・救命・防災活動を支える基盤の充実を図ります。 
開成山公園内の野球場や陸上競技場、総合体育館などの広域防災拠点施設においては、災害時におけ

る人や物資の受け入れなどを考慮した、防災機能の充実を図ります。 
一方、2018（平成 30）年 2月、2023（令和５）年 2月にＷＨＯ(世界保健機関)が推奨するセーフ

コミュニティの国際認証を取得し、データを基に市民等との協働で防災や防犯に配慮したまちづくり
を推進するとともに、道路や公共施設を中心に夜間照明の充実など安全・安心な環境整備を推進しま
す。 
今後市内での主な計画・開発においては、都市防災の方針に従って防災機能を高めます。 
 

〔 主な取組 〕 

（１）水害対策 
近年の気候変動に伴い頻発・激甚化する水害に対し、流

域治水の考えを基本に、浸水被害を軽減するため、河川・
雨水幹線・水路などの雨水排除施設整備や雨水貯留施設の
整備といったハード施設の整備と、ハザードマップや 3D
都市モデルを活用した防災教育や避難行動のための情報の
共有化等ソフト対策を効果的に組み合せ、浸水被害の軽減
を図り、水害に強いまちづくりを目指します。 
また、2021（令和３）年にとりまとめられた「阿武隈川

水系流域治水プロジェクト」を踏まえ、国・県・市が連携
し、河川改修事業等の治水対策を推進します。 

 
（２）地震災害対策 

住宅や公共公益施設の耐震化を促進し、地震に対する安
全性の確保と向上を図ります。 
また、震災時において防災活動の拠点になる施設や、指

定避難場所となる小中学校・公民館・体育館などの公共公
益施設、さらには、道路・橋りょうなどの都市基盤や、都
市生活上必要となる電気・ガス・上水道・下水道などの耐
震性向上を進め、災害時の安全・安心の確保を図ります。
耐震化工事の実施に当たっては、高額な費用の発生や施設
の利用停止も想定されることから、できる限り長寿命化工
事実施時に行うなど、工事のコスト縮減と効率化に努めま
す。 

 
 

  

●古坦ポンプ場 

●郡山河川防災ステーション 
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（３）延焼遮断帯、避難スペースの確保 
居住人口の多い市街地では、木造住宅の不燃化を促進するとともに、道路・公園・河川などのオープ

ンスペースを活用することにより、火災の拡大防止に努めます。 
また、公園緑地、公民館、学校等公共施設を指定緊急避難場所に指定し、その施設の安全性を確保す

るとともに、感染症対策や車で避難する方を対象にした車中避難場所等を確保するなど、大規模化する
自然災害に対応した避難環境の整備に取り組みます。 

 
（４）防災拠点施設の整備・拡充 

近年頻発する様々な自然災害に対し、迅速・的確な災害対応を行うため、地域ごとに防災拠点施設を
設けるとともに、備蓄の基幹施設となる防災倉庫を配置し、災害用資機材や備蓄品の適正な配置及び充
実に努めます。 

 
（５）災害情報伝達体制の整備充実 

災害時、避難情報等の災害情報を市民へ迅速かつ確実に伝達するため、防災行政無線や広報車による
広報をはじめ、テレビ（データ放送）、防災ウェブサイト、メールマガジン、緊急速報メールやコミュ
ニティ FM、SNS（LINE、Twitter、Facebook）、電話ガイダンス等あらゆる手段を用いた災害情報の
発信に努めます。 

 
（６）防犯対策 

夜間に発生しやすい事故や犯罪を未然に防止するため、道路の街路灯や防犯灯など夜間照明施設の
計画的な設置を推進するとともに、地域における防犯活動の充実に向けて、警察や関係団体などと連携
した自主防犯組織の育成や支援を推進し、犯罪抑止環境の形成を図り、安全・安心な環境整備に努めま
す。 
また、空き地・空き家の増加による防犯面の不安を解消するため、適正な管理が図られるよう努めま

す。 
 
 

 
 
 

 

●防災訓練 ●防災訓練 
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